第９章　建設及び住宅
住宅事情
　昭和55年国勢調査によると、住宅に住む普通世帯は､259万7249世帯となり、内訳は、持ち家に住む世帯が123万4481世帯、民営借家が88万7016世帯、公営借家が33万592世帯、給与住宅が13万4364世帯、間借りが１万796世帯の順となり持ち家に住む世帯が借家に住む世帯を（1万6873世帯）上回っている。
　これを、50年と比較すると、持ち家が22万8822世帯（22.8パーセント増）、公営借家が１万3917世帯（4.4パーセント増）と上昇しているのに対し、民営借家が９万1149世帯（9.3パーセント減）、給与住宅が8237世帯（5.8パーセント減）、間借りが3118世帯（22.4パーセント減）と低下している。
　次に、住宅の規模をみると、１世帯当たりの居住室数は4.00室となり、畳数は22.5畳と初めて20畳を越えている。また、１人当たり畳数も50年の6.2畳から7.1畳と増加した。
　また、所有関係別に畳数をみると、持ち家が8.5畳、給与住宅が6.0畳、民営借家が5.5畳、公営借家が5.1畳、間借りが4.9畳となっており50年に比べいずれも増加している。
着工建築物
　昭和58年中に着工された府下の全建築物は、棟数で４万1396棟、床面積で1171万615平方メートル、工事費予定額は１兆5193億円であり、前年に比べて、棟数で2699棟（6.1パーセント減）、床面積で139万3544平方メートル（13.5パーセント減）、工事費予定額で1759億円（13.1パーセント増）と棟数・床面積では減少したものの、工事費予定額は増加となっている。
　次に、棟数について過去５年間の年次別推移をみると、54年から55年は18.6パーセント減、55年から56年は15.2パーセント減と２年続けて15パーセントを超える大幅な減少をみたが、56年から57年は、2.8パーセントの微減にとどまった。しかし、57年から58年には、6.1パーセント減と前年を3.3ポイント上回る減少を示した。
　着工建築物を建築主別の割合でみると、民間部門が棟数で95.7パーセント、床面積で88.9パーセント、工事費予定額で88.5パーセントとその大半を占めており、なかでも個人建築物は、２万7119棟で棟数全体の65.5パーセントを占めている。
　一方、公共部門では、市町村によるものが1098 棟、府によるものが335棟、国によるものが351棟で、57年に比べ国が30.0パーセント増と、増加に転じたが、府、市町村はそれぞれ25.1パーセント、6.0パーセントの減少となっている。　
　また、１棟当たりの床面積では、国によるものが669.3平方メートル、府によるものが、873.8平方メートル、市町村によるものが、706.9平方メートル、会社・会社でない団体によるものが477.3平方メートル、個人によるものが163.8平方メートルとなっている。
　構造別でみると、木造が２万4578棟で全体の59.4パーセント、床面積は244万9602平方メートルで同20.9パーセントを占め、鉄骨造が１万3144棟で同31.8パーセント、床面積は403万2011平方メートルで同34.4パーセント、鉄筋コンクリート造が2993棟で同7.2パーセント、床面積は282万4733平方メートルで同24.1パーセントとなっている。
　棟数を前年と比べると、増加を示したのは鉄骨・鉄筋コンクリート造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造で、それぞれ36.8パーセント、3.2パーセント、2.1パーセントとなっており、特に鉄骨・鉄筋コンクリート造は、減少から大幅な増加となった。
　また、１平方メートル当たりの工事費予定額をみると、鉄骨・鉄筋コンクリートが16万373円、鉄筋コンクリート造が14万4696円、木造が12万1702円となっており、57年に比べ木造が1.7パーセント増、鉄筋コンクリート造が0.8パーセント増を示し、鉄骨・鉄筋コンクリートが横ばいとなっている。
　次に、用途別でみると、居住用（産業併用を含む）は３万3871棟で前年に比べ2616棟（7.2パーセント）減少したのに対し、床面積は649万6004平方メートルで前年に比べ28万3633平方メートル（4.6パーセント）の増加となっている。
　一方、産業用は7525棟で前年に比べ82棟（1.1パーセント）と僅かに減少したものの、床面積では110万9911平方メートルの増加となっている。
　内訳では、棟数で農林水産業用、商業用、サービス業用、公務文教用、床面積では公益事業用を除いて全て前年に比べ増加している。
住宅着工状況
　昭和58年中に着工した新設住宅戸数は７万7621戸で前年に比べ12.1パーセントの増加となっている。これを利用関係別にみると、持ち家が１万8890戸、貸家が２万9246戸、給与住宅が594戸、分譲住宅が２万8891戸で、前年に比べ、貸家が41.8パーセント増と大幅に増加し、また分譲住宅は減少から12.4パーセント増と増加に転じた。
　一方、給与住宅と持ち家が、39.1パーセント、13.8パーセントとそれぞれ減少した。
　また、１戸当たりの床面積をみると、持ち家が124.5平方メートルで最も広く、次いで給与住宅の102.8平方メートル、分譲住宅の76.5平方メートル、貸家の51.2平方メートルと続いている。
　資金別では、民間資金による住宅が５万2275戸で最も多く、着工総数の67.3パーセントを占め、57年に比べ2.5パーセントの増加となっている。次いで住宅金融公庫融資住宅の１万7983戸（23.2パーセント）となっており、前年に比べ4.5 パーセントの減少となっている。
公共賃貸住宅
　昭和58年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は5982戸で、前年に比べ14.9パーセント増加している。
　この内訳をみると、府営住宅が1255 戸、市町村営住宅が2968戸、公団賃貸住宅が1759戸となっている。
　また、それぞれの58年度末現在の住宅管理戸数は、府営住宅が12万4496戸、市町村営住宅が９万8696戸、大阪府住宅供給公社が２万3136戸、大阪市住宅供給公社が2096戸、公団営が10万8567戸となっている。
